
教育・保育ニーズの推計について 

 

１ 推計方法 

 令和５年から令和７年までの各年の教育・保育ニーズについて、推計値

の見直しを行った。  

 教育・保育のニーズ率は、前年度ニーズ率に増減率を加算して算出した。 

 増減率は、幼児教育・保育の無償化の開始（令和元年度）による増加や、

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う申込控え等（令和２年度～）によ

る減少があり、これらの影響による増減をできる限り平準化するため、人

口推計とは異なり、幼児教育・保育の無償化が開始する前からの５か年平

均の値を採用した。 

 教育・保育のニーズ量の推計は、人口推計値にニーズ率の推計値を乗じ

ることで算出した。 

 なお、第２期守谷市子ども・子育て支援事業計画の計画期間は令和６年

度までだが、守谷市が採択されている新子育て安心プランの計画期間が令

和７年度までであるため、令和７年度までの見直しを行った。 

 

２ 見直し結果（教育ニーズ） 

教育ニーズ率推計 

 
教育ニーズ量推計 
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協議事項 No.1-④ 



 

３ 見直し結果（保育ニーズ） 

保育ニーズ率推計 

  

保育ニーズ量推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 確保方策について 

 教育ニーズについては、令和７年度時点のニーズ量に対し、既存の幼稚

園、認定こども園で対応可能である。また、今後のニーズ量の減少に伴い、

利用定員の減少等の対応も検討が必要である。 

 保育ニーズについては、令和７年度時点のニーズ量に対し、０歳児定員
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が１０人、１歳児定員が７人不足するが、現在計画されている企業主導型

保育事業の新規開所、既存保育所の増改築等による利用定員増により対応

が可能である。また、将来的な人口減少により、保育ニーズ量が減少に転

じることを見越し、国が示す保育所等の多機能化についても、検討を始め

る必要がある。 

 

 保育ニーズ量    確保方策（利用定員） 
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